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として 2015年 9月から 2017年 9月まで 3年間に亘る研究プロジェクトとして再展開さ
れた。

































月の第 1回目の研究会では 44本、2016年 12月の第 2回目の研究会では 24本、2017年










件へといたる政治過程、②盧溝橋事件から 7月末に戦争が拡大するまでの 3週間の過程、③ 8
月 13日の上海事変勃発によりさらに戦争が拡大する過程）に分け、各段階の詳細な分析を
行ったという成果である。その過程には、当時の日本政府が採用した戦争拡大・全面侵
略以外にも、複数の政治的選択肢が存在していたことが明らかとなった。日本が盧溝橋
8 黄自進・潘光哲他編『中日戰爭與東亜變局』稲郷出版社、2018年。
9 黄自進編『邁向和解之路：中日戰爭的再檢討』稲郷出版社、2019年。
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事件を契機に中国への侵略戦争を拡大したという大筋は変らないが、こうした研究に
よって歴史の襞が明らかになり、日中戦争の拡大過程を見るイメージが豊かになった。
　第二の成果は、蒋介石、宋哲元、広田弘毅などを事例として指導者層と国民との関係
性を分析した成果である。政治家・官僚・軍人らが世論のナショナリズムに拘束される
側面と、逆に政治家・官僚・軍人らが国民の戦争熱を煽るという二つの側面が注目され
た。10 
　ところで、日中戦争の過程を通観すると、当初の目論見と最終的な成果との間にかな
りのはずれがあるように思われる。つまり、筆者の歴史認識としては、満洲国の工業化
の進展は、日中両国にとって重視すべき遺産であったと捉えている。満州開発の再検討
はこの共同研究の焦点の一つであったが、このテーマに関する論文の提出は中国側から
は 2本のみ、日本側からはなしという結果に終わったことは残念である。
　また、日中戦争が偶発的事件から悪循環の末に拡大した理由を明らかにするべく、盧
溝橋事件をはじめ、上海作戦、南京占領、徐州会戦、漢口作戦、広東作戦などの各事変
を再検討したうえで各段階における担当者の責任を追及し、相互の戦争責任を明らかに
するという論点も当初期待した成果の一つであった。しかしながら、結果としては、盧
溝橋事件から上海作戦への発展の経過については 3本の論文で論じられたが、それ以降
の軍事行動の発展については全く検討されず、この点は今後の研究に大いに期待する点
である。
　一方で、戸部良一氏による「日中戦争初期における近衛内閣の対応」という優れた論
文を得ることができたことは、本研究の得難い成果であった。とりわけ、同論文におい
て「閣議における近衛首相の発言がほとんど聞こえてこないことに注目すべきである。
そのことが、この時期の国家意思決定機関としての閣議の存在をやや希薄なものにして
いる。近衛は、沈黙しながら閣僚たちの発言を聞き、その大勢に乗ろうとしたのかもし
れない。そして、このような強硬論を安易に反映する近衛の政治指導スタイルこそが、
日中戦争を拡大させた重要な要因の一つとなったのである」という結論を得たことに
よって、我々の戦争責任に関する研究は、ようやく第一歩を踏み出すことができたもの
といえよう。
今後の展望：結論にかえて
　日文研にて構築した研究基盤を、海外で深化するという運営の仕組みは、東アジア域
内での国際的研究交流の新しい形である。この研究計画のみで両民族の和解が成るとは
考えないが、本共同研究が、和解への第一歩として抛甎引玉（甎《レンガ》を抛げて玉
を引く）の役割を果せれば幸いである。
10  田嶋信雄「国際シンポジウム「和解への道―日中戦争の再検討」参加記」『近現代東北アジア地域史
研究会』第 27号、2015年、38頁。
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　また、この共同研究を通して、和解への意思を持つ多くの同志を得られたことは大変
な意義があると思う。こうした流れから、例えば早稲田大学では「和解学の創成：正義
ある和解を求めて」という研究計画が、平成 29年度「新学術領域研究（研究領域提案型）」
で新規採択された。11共通の歴史認識と人脈を基に、同プロジェクトとの協力関係を築
きながら、我々の日中戦争史共同研究をさらに進展させたいと考えている。
11  「早稲田大学・和解学の創成」ウェブサイト、http://www.prj-wakai.com/.
